













































































































合衆国租税裁判所（The United States Tax Court）は２５６、もともと行政機関であった租税不服審
査委員会（The Board of Tax Appeals：１９２４年創設）が発展して、成立した裁判所である２５７。本裁
判所は、合衆国憲法上、第三条（司法権）に基づく正規の司法裁判所（judicial court, Article Ⅲ court）
という位置づけではなく、第一条（立法権）に基づく特殊な裁判所、すなわち立法府（連邦議会）

































一般に、租税裁の審理においても、連邦地裁で適用される「連邦証拠規則（Federal Rules of Evi-
dence）」が適用される（§７４５３；TCR１４３（a））。ただし、租税裁の審理ではそもそも陪審制度２７１が用い
られないので、陪審審理を前提とした規則内容は適用されない（§７４５３；TCR１４３（a））。また租税裁













































































































































duction of documents and things）」（TCR７２（a）（１）；IRM３５.４.３.３.３（０８‐１１‐２００４））並びに「立入検査要求（en-





















































見はからって、納税者と field attorney との間で、この合意のための協議がもたれるべきとされる
（IRM３５.４.７.２（０８‐１１‐２００４）２）。この合意案の作成に当たっては、本来であれば証明責任を負いかつ自
らの納税義務に係る事実につき知悉している納税者が主導権を握るべきものとされるが３１９、内国
歳入マニュアル上 field attorney が主導権を握って作成することが望ましいとされている（IRM３５.４.
７.２（０８‐１１‐２００４）２）。なお、この合意案をめぐり納税者と field attorney との間で意見が一致した場合






























































た Welch v. Helvering３３１がある。本件では、破産した法人の元役員であった原告納税者が、自らの
経済的信用を高めるためとして、法的義務がないのにもかかわらず、当該法人の免責された債務
を代位弁済した事案である。その後の申告において、原告はこの代位弁済分を必要経費として所












いる等の IRS 長官による積極抗弁（TCR１４２（a）,３９）、⑥財産譲受人の納税義務（transferee liability）
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） １３














法人――Z 法人：原告らの持株率４８％――を設立し、かつ、原告らがこの Z 法人の専属的な被用
者となり、その身分において XY の業務に従事したのだが、このことが自らの退職年金に対する
課税を有利にするための租税回避に当たるのではないかが争われた事案である。当初の９０日レタ






















































































４．特別審理裁判官（Special Trial Judge : STJ）による審理
以下４では、特別審理裁判官による審理制度３５２が、現在の租税裁での訴訟過程においていかな
る位置づけにあるのかを把握するため、（１）まずはこの裁判官がおもに担当する少額訴訟事件手







Renewal Tax Relief Act of２０００――により、係争年税額５０，０００ドル以下の、「善意の配偶者救済






















でなく、「租税裁長官が指定しうるその他あらゆる訴訟手続（any other proceeding which the chief
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） １７








































of Law）、又は各部局の長官（Heads of Department）に対して与えうる」と規定されている。いわ
ばこの規定は、一定の役職者や機関がおこなう公務員の任命に関しては、立法府による事前承認
（統制）を“不要”とするものである。しかるに、合衆国憲法第一条に基づき設立された租税裁























粋な「裁判所（the Courts of Law）」である連邦地裁とほとんど変わらない権限を持っていること、
立法府や行政府さらには連邦地裁からも独立した地位にあることといった点を指摘した上で、実












判決、Investment Research Association v. Commissioner３６７がある。本件は、著名な税務弁護士で、
かつ、シカゴ・ロースクール教授である Burton Kanter 氏、有名な保険会社（Prudential Life Insur-
























































































































































の一部を、同州の暫定障害保険基金（temporary disability insurance fund）に対する「負担金（com-
pulsory contribution）」として、源泉徴収した。これを受け原告は、本件負担金が内国歳入法典上
所得控除の認められる州の所得税にあたるとの考えから、その金額分を所得から控除して申告し


























以上 McGowan 判決では、“被告 IRS 長官”側の不当な認諾が問題となったが、次に紹介する













































































報告書を了承する場合には、当該報告書をそのまま「租税裁判所の審理報告書（report of the Tax
Court）」と認定する（§７４６０（b））。いずれにせよ、租税裁が機関として承認した審理報告書に基づい




さて、租税裁で執筆される裁判官の判決意見には、①小法廷意見（Division Opinions or Regular
おぼえがき




























































putation statement）、③判決案（proposed decision）の三つがあり、通常の場合には、①を field attor-
ney が、②と③とを不服審査部が準備する。これら書面の提出を通じ不足税額の報告を受けた租
税裁の担当裁判官は、その合意された不足税額を認めた上で、「租税裁の判決録へと記録する（[en-
ter] in the records of the Tax Court）」（§７４５９（c））ため、租税裁事務局へと送る。そしてここで判決が















































claim and the same tax year）について、後になって行われるいかなる訴訟手続に対しても既判力
（res judicata）を押し及ぼすことになる。しかし後訴において、前訴とは異なった課税年度に関

















































判決、Doehring v. Commissioner４６４と Puckett v. Commissioner４６５の両判決がある４６６。
両事件の原告となった Doehring 氏（ミズーリ州住民）と Puckett 氏（アラバマ州住民）は、そ
れぞれ First Finance Company（以下 X 社とする）の株式を５０％ずつ保有していた。この X 社は、

















































ところで、控訴審以降、被告 IRS 長官側を訴訟代理する行政機関は、（財務省）IRS 首席法律

























































































０１.６４０１‐１）につき、事前に IRS に対し還付請求をしておかねばならない（§７４２２（a）; Reg.§３０１.６４０２‐２
（a）（１））４９７。ただし、納税者がこの還付請求を提起しうる期間は、還付請求の対象となった申告書






は、「書式１０４０X（連邦個人所得税修正申告書：Amended U.S. Individual Income Tax Return）」や「書
式１１２０X（連邦法人所得税修正申告書：Amended U.S. Corporation Income Tax Return）」が用いられ
る（Reg.§§３０１.６４０２‐３（a）（２），（３））。そのほかの連邦税に係る還付請求は、おもに「書式８４３（還付請





























































以上のような Memphis Cotton Oil Co.判決から、納税者が当初の還付請求につき補正請求がで
きる場合として、①還付拒否通知の送付前で、かつ、②還付請求期間内であることという二つの
要件が挙げられることになる。しかしながら、還付請求期間を徒過してしまった場合であって―






























































































































求期間においても妥当しうるとする一方で、しかし内国歳入法典６５１１条 a 項及び b 項の規定から
は、連邦議会がこの推定を覆す旨の明示的な意図を見出しうるとして、結論的に還付請求期間へ
の期間停止法理の適用を一律に否定する判断（前掲①の流れ）を下したのである５３６。
















































還付訴訟を管轄するのは、連邦地方裁判所（United States District Courts）５４９と連邦請求裁判所






§１３３（a））。また、連邦地裁での訴訟では、連邦証拠規則（Federal Rules of Evidence）や連邦民事訴












理担当課（Tax Division of the Justice Department, Civil Trial Sections）５５２５５３の trial attorney５５４５５５が担当




















を担当するのも、やはり司法省租税局に属する trial attorney である。もっとも、連邦地裁の場合
とは異なって、同じ司法省租税局の中でも、連邦請求裁担当課（Tax Division of the Justice Depart-
ment, Court of Federal Claims Section）の trial attorney が担当する。
連邦請求裁も、租税裁同様、独自の訴訟手続規則、すなわち連邦請求裁手続規則（Rules of the






















































（interrogatories）」（FRC３３；RCF C３３）、「文書等提出要求（production of documents and things）」（FRC３
































権者は訟務長官（Solicitor General）である５８２。控訴を希望する当事者は、控訴状（notice of appeal）












（Settlement Reference Manual；以下 SRM とする）」５８６では、「訴訟と和解とは、租税政策並びに
税務行政において租税局が果たす二つの側面である（Litigation and settlement are twin aspects of the





直接に担当する trial attorney である（SRM Ⅲ.C）。ただし、この trial attorney そのものは和解権限を
行使し得ず、それを行使しうるのは、組織法上の和解権限の委任（授権）を受けている役職者達













option procedure : SOP）”指定事案かを確認した上で、それら指定に応じた処理手続に着手する





























断するだけの情報を trial attorney がいまだ十分に持ち合わせていない段階の事案、合衆国憲法違
反が主張されている事案等の場合が挙げられている（SRM Ⅲ.C.５（b））。
最終的に、租税局が納税者の申し出を受諾することに決めた場合、当該機関は納税者に対して、




















































































































































































者に有利な］判断を下すのに十分と思われるほどの証拠の質（the quality of evidence which, after







































































































モリソン・フォースター法律事務所（Preston Moore & Tamu Sudduth 編集代表、伊藤廸子翻訳監修）『アメリカの民
事訴訟』（有斐閣、１９９５年）（以下引用はモリソン）、小林秀之『新版・アメリカ民事訴訟法』（弘文堂、１９９６年）等も
参照。
２５６本節については、See e.g., Lederman & Mazza, §６.０２；Morgan, §６.２；Bilman & Watson, Ch.８；Theodore Tannen-
wald, Jr., Tax Court Trials : An Updated View from the Bench,４７The Tax Law.５８７（１９９３）；David Laro, The Evolution
of the Tax Court as An Independent Tribunal,１９９５U. of Ill. L. Rev.１７（１９９５）；Richard A. Carpenter, What Accountants
Need to Know About the Tax Court,６０Taxation For Accountant８４,８６‐８８（１９９８）.
さらに詳しくは、See Junghans & Becker, Ch.４～１４；Kafka & Cavanagh, Ch.１～８,１０～１１.また、租税裁での訴訟







関として「租税不服審査委員会（Board of Tax Appeals）」が設立され、１９４２年に名目上「Tax Court of the United States」
に改称された（ただし行政機関としての位置づけは変わらず）。その後１９６９年に今日の「合衆国租税裁判所（The
United States Tax Court）」に再び改称され、実質的にも「行政機関」から「立法上の裁判所」に地位が変更されると
ともに、その裁判官が出した命令違反に対する罰金や禁固も認められることとなった。See Morgan, at１００.
２５８正確には、合衆国憲法第１条第８節第１８項の“必要かつ適切（necessary and proper）"条項。




２６０See Hon.Thomas B. Wells, Musings on Tax Court Traditions,５７Tax Law.８５７,８５８‐８６０（２００４）. なお「senior judge」は、
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６５８
一年間あたり計９０日間の出勤義務を負うが、本人の同意があればこの期間を超えて勤務できる。See７４４７（c）（１）.も
っとも通例、senior judge は、正規の租税裁裁判官と同じくフルタイムで勤務しているようである。See Wells, at８５９.
２６１なお、租税裁の現職裁判官の氏名等一覧として、See http : //www. ustaxcourt. gov/judges. htm（last visited Aug.２５,
２００６）. この HP 情報によると、２００６年５月２３日現在在職中の裁判官数として、租税裁裁判官（租税裁長官を含む）が
１７名、senior judge が８名、特別審理裁判官が７名とのことである。
２６２租税裁の審理が実施される各都市に関しては、See http : //www. ustaxcourt. gov/about. htm（last visited Aug.２５,２００６）.




当てられた５～６ヵ所の諸都市を巡回し、裁判を行うとされる。See Crouch, Ch.１, at９.
なお、こころみに２００６年秋期開廷予定表（２００６Fall Trial Session Schedule）――租税裁の HP、http : //www. ustaxcourt.






















IRM３０.３.２.４.２.２（０７‐２１‐２００５）１. さらに組織概要図として、See IRM Exhibit３０.３.２‐１２（０７‐２１‐２００５）.
２６８なお以下、field attorney の翻訳については、後述のように司法省租税局の trial attorney との区別を踏まえた適訳
が見つからないため、原語のまま表示する。後掲注（５５４）参照。
２６９なお、一人の field attorney では手に負えない場合には、審理班（trial team）が構成される。See IRM３５.４.１.７.３（０８
‐１１‐２００４）.さらに、係争税額が巨額に上る場合や新たな先例となりうる場合等の重要な事件に関しては、Special
Trial Attornys が訴訟追行に関わるものとされる。See Kafka & Cavanagh, Ch.２, at３１；Stein supra note１５３, at１６９２.
２７０See Crouch, Ch.１, at３‐５；Watson & Bilman, at６８.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ５９
２７１陪審制度一般に関しては、さしあたり、浅香・前掲注（２５５）、９７頁以下参照。
２７２See e.g., Saltzman, Ch.１, at５９；Kafka & Cavanagh, Ch.１, at９, Ch.２, at７. したがって、これらの租税は、（第六章で）
後述のように、不足税額手続をとられることなく査定される。
２７３租税裁の還付訴訟事件管轄につき詳細は、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶２.０３.
２７４詳細については、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１.０４［２］,［３］,２.０１［３］‐［８］；Saltzman, Ch.１, at５０‐５２. また、近年
租税裁の裁判管轄権が拡大される傾向にあるが、この点、See Watson & Bilman, at８１２；Saltzman, Ch.１, at５０.
２７５在外納税者の場合には、９０日間ではなく１５０日間の出訴期間が適用される。この特則について詳しくは、See e.g.,
Kafka & Cavanagh,¶４.０２；Junghans & Becker,¶６.０４［２］.
２７６申告書提出の場合と同様に、「適時郵送、適時提出」ルールが適用されることにつき、See e.g., Kafka & Cavanagh,






２８０Watson & Bilman, at６７.
２８１Watson & Bilman, at８３.
２８２See e.g., Morgan, at９９.










２８５See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.２, at１１‐１２,¶１６.０５［２］.
２８６以下、租税裁における訴答手続について詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.５, A.B.C ; Junghans & Becker,




た IRS の事務所、９０日レターの送付日付や送付してきた IRS の事務所、IRS 長官が認定した不足税額やその税目
さらに課税年度、納税者が考える IRS 側の誤っている点とそれを支える根拠事実、租税裁に対して求める救済の
内容、納税者ないしその訴訟代理人の署名・郵便の宛先・電話番号等である。See TCR３４（b）. これらについての
詳しい解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶５.０６；Junghans & Becker,¶６.０４［７］.
２８８なお納税者は、訴状原本とともに、その写しを二部送付せねばならない。See TCR３４（d）.
２８９租税裁事務局の宛先住所と受付時間については、See TCR１０（d）,（e）.
２９０See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.４, at４４.
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６６０
２９１本稿では、「申立て（motion）」制度一般に関しては詳しく触れない。さしあたり IRM３５.３があるほか、詳しい解
説として、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.５. D ; Junghans & Becker,¶¶９.０２‐０７.
２９２ただし、被告にやむを得ない事情がある場合、租税裁は被告の申立てにより「答弁書」や「申立て書」の提出
期間の延長を認めうる。See TCR２５（c）. 詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶５.０８［１］.
２９３なお、「答弁書」に記載すべき具体的な内容（TCR３６（b））についての解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶
５.０９.
２９４See Junghans & Becker, Ch.６, at３６‐３７. 答弁書作成手続につき詳しくは、See IRM３５.２.２.
２９５「応答書面」に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶５.１０；Junghans & Becker,¶６.０９.
２９６そのほか正式事実審理の大まかな流れは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶８.０４.また法廷における裁判官や当事者
たちの標準的な言葉のやりとりも含め、Crouch, Ch.８‐９が参考になる。さらに、租税裁の法廷の概要図として、See









２９７一般に、電話を用いておこなわれることが多いようである。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at２；Tannenwald su-
pra note２５６, at５９１‐５９２. See also IRM３５.４.９.２.３（０８‐１１‐２００４）３；３５.６.１.６（０８‐１１‐２００４）３. なお、アメリカ民事訴訟手
続一般における事実審理前協議については、例えば、前掲注（２５５）、ケイン・１３３頁以下、浅香・８９頁以下、モリ
ソン・１６２頁以下、小林・１７９頁以下参照。
２９８以下、租税裁におけるディスカヴァリについては、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.６. B ; Junghans & Becker, Ch.７；



















詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶７.０７；Kafka & Cavanagh,¶６.０８.
３０５なお、租税裁での訴訟において、実際にディスカヴァリ手続に依拠するのは、被告 IRS 長官側のほうが多いと
指摘されている。というのも、原告納税者に関する情報は、被告よりも原告のほうが多く握っているからである。




を相手方当事者が負担すべき旨の命令がある。See TCR１０４（c）. これらの点につき解説として、See e.g., Kafka &
Cavanagh,¶６.１９. さらに、モリソン・前掲注（２５５）、１３３頁以下も参照。
３０７本命令につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶６.２０；Junghans & Becker,¶７.０２［３］.




とされる。See e.g., Junghans & Becker, Ch.７, at２.
３１０See Kafka & Cavanagh, Ch.６, at１０.
３１１See６１T.C.６９１（１９７４）.
３１２Id. at６９２.
３１３See e.g., Lederman & Mazza, at２８７. See also e.g., Philip N. Jones, Tax Court Discovery and the Stipulation Process :
Branerton 30 Years Later,１００J. of Tax'n２９（２００４）.
３１４場合によっては、一方当事者が合意に留保条件を付することも認められる。See TCR９１（a）（１）；IRM３５.４.７.７（０８
‐１１‐２００４）２.
３１５以下訴訟上の合意に係る叙述については、See e.g., Junghans & Becker,¶９.０１；Kafka & Cavanagh,¶６.０１；Watson
& Bilman, Ch.８. E.２.
３１６Junghans & Becker, Ch.９, at２.




と、の三点を挙げる。同旨の指摘として、See also Crouch, Ch.５, at１４.
３１８なお、正式事実審理前に全ての点につき当事者間で合意が成立した場合には、後述の合意判決（TCR１２２（a））の
手続がとられることになる。See e.g., Kafka & Cavanagh,¶６.０１［３］.
３１９See Kafka & Cavanagh, Ch.６, at４.
３２０もっともこの拘束力は、当該事件についてのみ及ぶのであり、他の訴訟事件や手続にまで及ぶものではない。See
TCR９１（e）.






手方当事者との間で訴訟上の合意をしてしまった場合等が挙げられる。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.６, at６.
３２３See e.g., Stamos v. Commissioner,８７T.C.１４５１,１４５５‐１４５６（１９８６）（訴訟上の合意書面で用いられている文言を解釈
するにあたっては、契約法におけると同様その当事者の意思に依拠すべきところ、当該文言があまりにも曖昧不
明確で当事者の意思を確認し得ない場合には、租税裁は当該文言を無視することになる）.
３２４合意強制の申立てについては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶６.０２；Junghans & Becker,¶９.０１［４］.
３２５アメリカ民事訴訟法における証明責任論一般に関しては、例えば、前掲注（２５５）、浅香・１２９頁以下や小林・２０３
頁以下など参照。
３２６以下、３（１）に関する叙述については、See e.g., Saltzman,¶１.０５［２］［c］; Morgan,§７.０１；Lederman & Mazza,§§
６.０５,７.０２［C］［１］；Watson & Bilman, Ch.８. F.１；Junghans & Becker,¶１２.０１；Kafka & Cavanagh,¶８.０１. See also e.g.,
Sean M. Moran, The Presumption of Correctness : Should the Commissioner Be Required to Carry the Initial Burden of
Production,５５Fordham L. Rev.１０８７（１９８７）；Leo P. Martinez, Tax Collection and Populist Rhetoric : Shifting the Bur-






負うべき適正な税額を証明する必要まではない。See e.g., Junghans & Becker, Ch.１２, at４.
３２８See e.g., Moran, supra note３２６, at１０９８‐１１０８；Martinez, supra note３２６, at２７４‐２７７；Newton, infra note３４５, at１１４
６‐１１４７.




に理解されている。See e.g., Martinez, supra note３２６, at２５８.
３３１See２９０U.S.１１１（１９３３）.
３３２Id. at１１５.
３３３なお、本文①と④については第六章で改めて取り上げる。これらのほかについては、See e.g., Kafka & Cavanagh,
¶¶８.０１［３］‐［６］；Junghans & Becker,¶¶１２.０１［３］‐［７］；Martinez, supra note３２６, at２６３‐２６６.
３３４「新たな事項」をめぐる議論に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶８.０１［２］；Junghans & Becker,¶１２.０１［２］；
Lederman & Mazza, §７.０２［C］［３］；Watson & Bilman, Ch.８. F.１.b ; Newton, infra note３４５, at１１４９‐１１５１.








３４３See Kafka & Cavanagh, Ch.８, at６.
３４４See ibid.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ６３
３４５See１１２T.C.１８３（１９９９）. 本判決に関し論ずるものとして、See e.g., Anthony F. Newton, The ‘Stat’ Notice in the New
Millennium : Shouldn’t the Notice Be User Friendly? ,９１Tax Notes１１３９（２００１）；Leandra Lederman, Deficient Statu-
tory Notices and the Burden of Proof : A Reply to Mr. Newton,９２Tax Notes１１７（２００１）；Joni Larson, Burden of Proof
















どが挙げられる。これらの点も含め、See e.g., Kathleen Pakenham, You Better Shop Around : The Status and Authority
of Special Trial Judges in Federal Tax Cases,１０３Tax Notes１５２７（２００４）（租税裁の特別審理裁判官と連邦地裁の連
邦治安裁判官とを比較検討）.
３５３特別審理裁判官制度一般については、See e.g., Junghans & Becker,¶１２.０６, Ch.１４；Kafka & Cavanagh,¶２.０５［１］, Ch.
１０.A ; Lederman & Mazza, §６.０２［E］; Carpenter, supra note２５６, at８７‐８８. なお、少額訴訟事件手続については、租税












３５８See５０１U.S.８６８（１９９１）. 評釈として、See e.g., Lawrence M. Stratton, Jr., Special Trial Judges, the Tax Court and the


















た。See e.g., Randall G. Dick, Further Thoughts on Tax Court Special Trial Judge Reports,９０Tax Notes１２５３（２００１）.
なお、１９８３年改正の理由として、この時期、租税裁の係属事件数が大きく膨れ上がり、これに租税裁が対応す
るための措置として手続の簡素化をはかったという。See Sheryl Stratton, ABA Tax Section Meeting : Tax Court Chief
Judge Speaks Out on Ballard Procedure,１０８Tax Notes１５１０,１５１１（２００５）.
３６６批判論者として、See e.g., Gerald A. Kafka & Jonathan Z. Ackerman, Fact-Finding in the Tax Court : Access to Spe-
cial Trial Judge Reports,９１Tax Notes６３９（２００１）；Cornish F. Hitchcock, Public Access to Special Trial Judge Reports,
９３Tax Notes４０３（２００１）；Leandra Lederman, Transparency and Obfuscation in Tax Court Procedure,１０２Tax Notes１５
３９（２００４）.
これに対して、審理報告書はあくまでも最終的な判決に向けての裁判所内部における中間的な審議検討事項を
記したものに過ぎず、納税者に開示されるべきものではないと指摘するものとして、See e.g., Allen D. Madison, Ac-
cess to the Tax Court’s Deliberative Processes,９１Tax Notes２２４７（２００１）. さらに同氏の別の論文では、現行の審理報
告書不開示制度の正当化理由として、租税裁が見解を表明するに当たっての組織的統一性の保持の観点や、膨大
な租税裁係属事件の効率的処理の観点などが挙げられている。See Allen D. Madison, Revisiting Access to the Tax
Court’s Deliberative Process,１０３Tax Notes７４９,７５１‐７５２（２００４）.






さらに、これら対立する議論を整理して紹介するものとして、See e.g., David Lupi-Sher & Sheryl Stratton, Tax Bar
Divided on Taxpayers’ Attempt to Obtain STJ’s Report,９０Tax Notes８６５（２００１）；Sheryl Stratton, High Court to Re-





３６８See Estate of Lisle v. Commissioner,３４１F３d３６４（５th Cir.２００３）. なお Lisle 氏が審理途中で死去したため、その遺産
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ６５
財団へと原告適格が変更。
３６９See Ballard v. Commissioner,３２１F３d１０３７（１１th Cir.２００３）.
３７０See Estate of Kanter v. Commissioner,３３７F３d８３３（７th Cir.２００３）. なお Kanter 氏が審理途中で死去したため、その遺
産財団へと原告適格が変更。




３７５See Ballard v. Commissioner,５４４U.S.４０（２００５）. 本判決に係る解説として、See also e.g., Sheryl Stratton & Audrey
Nutt, Special Trial Judge Reports Must Be Disclosed, Supreme Court Rules,１０６Tax Notes１２３４（２００５）；Norman R.
Williams, Special Trial Judges after Ballard : A Call for Reform,１０７Tax Notes１０３３（２００５）.さらに、“租税裁”をめ
ぐって下されたこの連邦最高裁判決の内容が、一般の“行政機関”に対して与えうるインパクトを論ずるものと
して、See Katherine Kmiec Turner, No More Secrets : Under Ballard v. Commissioner, Special Trial Judge Reports
Must Be Revealed,２６J.NAALJ２４７（２００６）.
３７６See Ballard,５４４U.S., at６５.
３７７なお、この争点については、実のところ原告らは主張していなかった。See e.g., Sheryl Stratton, Litigator Debate
Effects of Ballard Decision,１０７Tax Notes６９３（２００５）.




３８０See Estate of Kanter v. Commissioner,４０６F３d９３３（２００５）. See also e.g., Crystal Tandon, Seventh Circuit Remands Spe-
cial Trial Judge Case to Tax Court,１０７Tax Notes８１３（２００５）.
３８１See Kanter,４０６F３d, at９３４‐９３５.
３８２See Stratton, infra note３８３, at１２１８.






に尊重されて判決が下されているのだから手続上何ら問題はないと弁明した。See e.g., Crystal Tandon & Karla L.
Miller, Judges’ Statements on Kanter, Ballard Provoke Dismay,１０８Tax Notes３９４（２００５）；Crystal Tandon & Sheryl
Stratton, Ballard STJ Report Has No Effect, According to IRS Tax Court Filing,１０８Tax Notes６２５（２００５）.
３８４See Ballard v. Commissioner,４２９F３d１０２６（１１th Cir.２００５）. See also e.g., Sheryl Stratton, Ballard Goes Back to Tax
Court with Original Report Reinstated,１０９Tax Notes７２８（２００５）；Sheryl Stratton, Justice Seeks Appellate Court Re-






該事件が最終的に確定していないとして原告の請求を認めなかった。See Estate of Kanter v. Commissioner, T.C.M.




え、第十一巡回区控訴裁と同内容の判決を改めて下したのである。See Estate of Lisle v. Commissioner,４３１F３d４３９
（５th Cir.２００５）. See also e.g. Sheryl Stratton, Pressure Mounts on Tax Court in Kanter, Ballard, and Lisle Cases, １０９
Tax Notes１２１９（２００５）.
なお、本稿執筆段階においては、一連の訴訟事件が終結したことを確認し得なかった。さしあたって、差戻し
後の租税裁での審理に係る情報として、See e.g., Sheryl Stratton, Tax Court Given Deadline for Disposing of Ballard,
Kanter Cases,１１２Tax Notes３３１（２００６）.





れた。そしてそれら４件のうち３件については、Ballard 事件と同じ Dawson 租税裁裁判官が担当したものであっ
た。またそれら４件のうち３件については、被告 IRS 長官側に有利な結論を、原告納税者側に有利なものへと変
更するものであった。See Maurice Possley, Tax Court Findings Secretly Changed in at Least 5 Cases, Chicago Tribune,
Sept.１,２００５. See also e.g., Sheryl Stratton, In Ballard’s Wake, Tax Court Releases Initial Reports,１０８Tax Notes１２３０
（２００５）；Turner, supra note３７５, at２９０‐２９１.
３８７See Ballard,５４４U. S., at６５.
３８８See e.g., Sheryl Stratton, Tax Court Proposes Transparency for Special Trial Judge Findings,１０８Tax Notes２７４（２００
５）. 結局のところ今回の改正は、１９８３年改正前の制度へと“回帰”するという意義がある。前掲注（３６５）参照。
３８９See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１２；Junghans & Becker, Ch.１０, at１；Tannenwald, supra note２５６, at５９０. なお、
Carpenter, supra note２５６, at８５では、租税裁に提起された全訴訟件数のうち９０％が正式事実審理に至るまでもなく
和解決着していると指摘する。関連して、伊川・前掲注（２５５）、「（二・完）」、３０５頁、図６も参照。
３９０以下の叙述に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７C ; Junghans & Becker, Ch.１０；Watson & Bilman, Ch.８E.
１；Sharp, supra note２１７, at２４２‐２４４；Stein, supra note１５３, at１６９２‐１６９４.
３９１See Stein supra note１５３, at１６９２.もっとも、IRS 首席法律顧問官事務所内部での承認手続ばかりではなく、司法省
租税局や連邦議会の両院合同委員会といった、他の機関が関与しなければならない場合もある。See IRM３５.５.２.１（０
８‐１１‐２００４）１.さらに詳しくは、See also IRM３５.５.３‐４.
３９２See e.g., Kafka & Cavanagh,¶７.１０；Junghans & Becker,¶１０.０２［２］.
３９３この"Field Counsel"という語は、――首席法律顧問官事務所本部や統轄法律顧問官事務所本部に勤務する法律顧
問官との対比を念頭に置いて――統括法律顧問官の指揮のもと、実際に訴訟事務を担当する法律顧問官を一般的















題となりうる場合への影響を挙げる。同様の議論として、See also e.g., Junghans & Becker,¶１０.０３［２］.
３９６See Sharp, supra note２１７, at２４２.
３９７なお租税裁での ADR として、調停や仲裁といった制度（TRC１２４；IRM３５.５.５）があるが、この点については触
れない。さしあたり See e.g., Junghans & Becker,¶９.０６［４］；Kafka & Cavanagh,¶¶７.１１.





４０３See Cole v. Commissioner,３０T.C.６６５,６７４（１９５８）.
４０４See Dorchester Industries Inc.,１０８T.C., at３３７‐３３８.
４０５See e.g., White v. Commissioner,７７６F２d９７６（１１th Cir.１９８５）（合意判決に対する上訴を原則として否定しつつ、例
外的に上訴できる場合として、当事者が実際には合意していなかった場合と租税裁が事物管轄を欠いていた場合
を挙げる）.
４０６See Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１４.したがって、判決につき上訴し得ないのにその確定まで９０日の期間があるとい
うことになる。See Junghans & Becker, Ch.１０, at６, Ch.１３, at１３.




















４１０以下の租税裁における認諾についての記述は、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.７, at１６. See also Leandra Lederman,
Precedent Lost : Why Encourage Settlement, and Why Permit Non-Party Involvement in Settlements?,７５Notre Dame L.








階で関連する資料（訴訟手続記録：Transcript）を入手しえなかったため、本判決の評釈である Andrea K. Feirstein,
Note & Comment : Smith v. Commissioner : Unilateral Concessions by Taxpayers,４Va. Tax Rev.１８７,１８８‐１９０（１９８４）の





４２０以下の叙述につき、See e.g., Junghans & Becker,¶１０.０２［１］；Kafka & Cavanagh,¶７.０９.
４２１前掲注（３９３）参照。
４２２以下本項１の叙述については、Junghans & Becker,¶１３.０１［１］；Kafka & Cavanagh,¶¶２.０６,１１.０１；Morgan, §６.２.
９；Watson & Bilman, at６８のほか、see also e.g., K. Khiem Ting, A Conversation with Chief Judge Mary Ann Cohen,





１５２（c））。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at３. See also IRM３５.６.２.１６（０８‐１１‐２００４）.
４２４この選択判断に当たって租税裁長官は、実務経験を積んだ補佐官らによる支援を受けるが、この点については、
See Cohen, supra note４２２, at５.
４２５See e.g., Cohen, supra note４２２, at７‐８；Ting, supra note４２２, at４２４.
４２６See Kafka & Cavanagh, Ch.２, at３０‐３１.
４２７See e.g., Mark F. Sommer & Ann D. Waters, Tax Court Memorandum Decisions : What Are They Worth?,８０Tax Notes
３８４（１９９８）.
４２８See http : //www.ustaxcourt.gov/UstcInOp/asp/HistoricOptions.asp（last visited, Aug.２５,２００６）.
４２９See Lederman & Mazza,２９０.
４３０See Tannenwald, supra note２５６, at６００. 関 連 し て、See also Wells, supra note２６０, at８５８；Ting, supra note４２２, at
４２４.
４３１大法廷に回付するかどうかの判断は、租税裁長官の裁量事項であって、その決定に対して不服を申し立て得な
いことにつき、See Sisto Financial Corp. v. Commissioner,１４９F２d２６８,２６９‐２７０（２nd Cir.１９４５）.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ６９
４３２See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at５.
４３３したがって、裁判官らが両当事者の弁論を法廷で聞くわけではないので、Reviewed Opinions を、その意味を持
った「大法廷（en banc）」意見と言及するのは正しくはない。See Cohen supra note４２２, at６‐７.もっとも本稿では、こ
のような点を念頭に置きつつも、便宜上 Reviewed Opinions を「大法廷意見」と訳すこととする。
４３４See e.g., Tannenwald, supra note２５６, at６０１.
４３５See Leandra Lederman, Tax Court S Cases : Does the ‘S’ Stand for Secret?,７９Tax Notes２５７（１９９８）（出される判決意
見に先例価値がないとしても裁判官の判断傾向を窺うことができるし、また同じ先例価値がないにもかかわらず、
「覚書意見」が公表され「略式意見」が公表されないのは不合理であるなどと主張）. 関連して、See also David Lupi




４３８以下本項２の叙述については、See e.g., Junghans & Becker,¶１３.０１［２］；Kafka & Cavanagh,¶¶１１.０２‐０４；Crouch,
Ch.１１；William L. Raby & Burgess J. W. Raby, The Limits and Uses of Tax Court Rule 155,９１Tax Notes１７２３（２００１）.
４３９See e.g., Junghans & Becker, Ch.１３, at３；Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at７. See also e.g., IRM３５.５.１.２（０８‐１１‐２００４）
２；３５.８.６.３.１.１（０８‐１１‐２００４）１；３５.８.６.３.１.２（０８‐１１‐２００４）.
４４０これら書面ついての詳細は、See IRM３５.８.６.３.１.３（０８‐１１‐２００４）.
４４１See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.０５；Junghans & Becker,¶１３.０１［３］. なお厳密に言うと、ここで言う「判決（deci-




ないことが指摘されている。See Crouch, Ch.１, at１３. もっとも、このような相違を念頭に置きつつも、本稿では、
便宜上租税裁の下す"decision"を「判決」と訳す。
４４２See Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at２.
４４３以下本項３については、See e.g., Junghans & Becker,¶１３.０４；Kafka & Cavanagh,¶１１.１８.
４４４See e.g., Webbe v. Commissioner,９０２F.２d６８８（８th Cir.１９９０）.




た事例）. さらに、この再審請求事由について詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.１９；Junghans & Becker,¶
１３.０３［３］.
４４６租税裁における再審制度について詳しくは、See Stephen C. Gara, Challenging the Finality of Tax Court Judgments :
When Is Final Not Really Final?,２０Akron Tax J.３５（２００５）.
４４７See Gara, supra note４４６, at５３‐５４.

































４５８See Campbell v. Cen-Tex., Inc.,３７７F２d６８８（５th Cir.１９６７）.
４５９See Goldman v. United States,４０３F２d７７６（１０th Cir.１９６８）.
４６０See Golsen,５４T.C., at７５６.





４６６これら二つの裁判例を紹介するものとして、See e.g., Junghans & Becker, Ch.３, at１４.
４６７See House v. Commissioner,４５３F２d９８２（５th Cir.１９７２）.
４６８その後、Puckett 事件の控訴審判決では、原審の判断が認められることとなった。See Puckett v. Commissioner,５２
２F２d１３８５（５th Cir.１９７５）. これに対して、Doehring 事件の控訴審判決は、X 社のような小規模金融機関に対しては




返し議論されてきている。比較的最近の提案も含め、See e.g., David Lupi-Sher, National Court of Appeals : An Idea
That Never Quite Goes Away,８１Tax Notes１１５９（１９９８）；Johnson infra note４８１, at２４２‐２４７.
４７０本文で述べた点も含め、「全米租税控訴裁判所」構想に対する批判論として、See e.g., Executive Committee of the
New York State Bar Association Tax Analysts, Response To Proposal for A National Court of Appeals,４６Tax Notes８１
９（１９９０）；Hon.Theodore Tannenwald, Jr., The Tax Litigation Process : Where It Is and Where It Is Going,４４The Re-







４７２以下本項の叙述に関しては、See e.g., Junghans & Becker,¶１３.０３；Kafka & Cavanagh, Ch.１１.C.
４７３See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１, at３６. 租税裁での納税者敗訴判決から査定に至る IRS の内部手続については後
にも触れるが、さしあたり See IRM３６.２.６.２.４（０８‐１１‐２００４）.
４７４See Junghans & Becker, Ch.１３, at２０.
４７５See Junghans & Becker,¶２０.０２［７］. 後掲注（５５３）に挙げた司法省租税局のホームページも参照。
４７６この控訴関係書面の記載内容について詳しくは、See IRM３６.２.１.１.２‐４（０８‐１１‐２００４）.
４７７被告側敗訴判決を受けておこなわれる、首席法律顧問官事務所内部での控訴に向けての意思決定手続や、司法













４８０控訴審の審査の対象範囲について詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１１.１３［３］；Junghans & Becker,¶１３.０３
［３］. このスタンスは、一般の民事訴訟手続と同様である（§７４８２（a）（１））。例えば、前掲注（２５５）、ケイン・２１２頁
や、浅香・１６０頁以下参照。.
４８１この敬譲的司法審査の議論として、See e.g., David F. Shores, Deferential Review of Tax Court Decisions : Dobson
Revisited,４９Tax Law.６２９（１９９６）；Steve R. Johnson, The Phpenix and the Perils of the Second Best ; Why Hightend
Appellate Deference to Tax Court Decisions Is Undesirable,７７Or. L. Rev.２３５（１９９８）；Andre L. Smith, Deferential Re-





４８２上告手続についての解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１１.D.
４８３そのほか、上告受理申立てに係る政府内部での意思決定手続につき詳しくは、See IRM３６.２.２.
４８４控訴・上告プロセスをたどった場合の租税裁判決の確定時期に関する解説として、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶
１１.１８.
４８５なお、一覧表にある脚注（Note）の訳出は割愛する。
４８６本節を叙述するにあたっては、Lederman & Mazza, Ch.８, §６.０３；Watson & Bilman, Ch.５；Berson, §１.０８［４］, §５.
０２；Morgan, §§６.３‐４を参照したほか、さらに詳しくは Junghans & Becker, Ch.１６～Ch.２１；Kafka & Cavanagh, Ch.
１２～Ch.１９を参照。.
４８７以下本項１の叙述に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１５.０３；Junghans & Becker,¶１６.０２；Morgan, §６.３.５；





４９２See Junghans & Becker, Ch.１６, at６‐７.
４９３See Flora,３６２U.S., at１７１note３７, at１７５note３８.
４９４この点については、See e.g., Lederman & Mazza, at４０３；Morgan, at１１９；Watson & Billman, Ch.５.Ⅳ.B ; Junghans
& Becker, Ch.３, at１３,¶¶１６.０２［２］,［３］；Kafka & Cavanagh,¶１５.０３［２］；Saltzman, Ch.１１, at７４‐７５.
４９５もっとも、租税裁における膨大な係属事件数を減らすための一つの対策として、不足税額訴訟に関しても、還
付訴訟におけるような、――不服審査部での――不服審査前置主義の導入を提案する論者もいる。See Willam F.
Nelson & James J. Keightley, Managing the Tax Court Inventory,７Va. Tax Rev.４５１,４７８‐４８１（１９８８）.
４９６正規の還付請求手続のほかにも、納税者が調査や不服審査段階での和解（書式８７０や書式８７０‐AD）を通じて実質
的に還付を受けうる。See e.g., Lederman & Mazza, §８.０２［E］; Morgan, §６.３.３；Watson & Bilman, Ch.５. I. C. また、
納税者が不適式な還付請求やインフォーマルな還付請求をしてきた場合であっても IRS は還付をなしうることに
つき、See IRM３４.５.２.１（０８‐１１‐２００４）５. 以下では、こういった非公式な形による還付請求制度についての紹介は割
愛する。さしあたり詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１６.０３［１］［b］; Kafka & Cavanagh,¶１２.０６；Saltzman,¶
１１.０８［２］；Berson, §５.０２［２］［b］.
４９７以下２（１）の叙述については、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１２.B ; Junghans & Becker,¶¶１６.０３［２］,［５］；Saltz-
man,¶¶１１.０９［１］‐［３］,１１.１０；Morgan, §６.３.２；Lederman & Mazza, §８.０２［D］; Berson, §§５.０２［２］［d］,［７］.
４９８申告書の場合と同様、「適時郵送、適時提出」ルールが適用されることにつき、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.
１２, at２９‐３１. このルールに関しては前号（６１号）８頁参照。また還付請求書の提出に関しても、所轄税務署への持ち
込み提出が可能である。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１２, at３１；Junghans & Becker, Ch.１６, at４４；Saltzman, Ch.１１,
at１１５.
４９９還付請求に係る IRS の内部処理手続に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１４.０１；Saltzman,¶１１.１１；Watson
& Bilman, at４５２‐４５３；Junghans & Becker,¶１６.０３［８］. なお、IRS が２００万ドルを超える金額を還付しようとする場
合には、連邦議会の両院合同委員会への事前報告が必要である（§６４０５（a））。この点、See e.g., Watson & Bilman,
Ch.５.Ⅲ.B ; Berson, §１.０８［５］［v］; Kafka & Cavanagh,¶１４.０２；Saltzman,¶１１.１２. さらに前掲注（１６１）も参照。
５００See Saltzman,¶１１.０６［１］；Lederman & Mazza, §８.０２［C］.
５０１See e.g., Saltzman, Ch.１１, at１１８；Watson & Bilman, at４５３.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ７３
５０２See e.g., Saltzman, Ch.１１, at１１８；Watson & Bilman, at４６７.
５０３なお、還付請求に係る調査協議段階での合意書式につき、See Saltzman, Ch.１１, at１２１.
５０４この制度につき、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１５.０５［５］.
５０５See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１４.０４［２］,１５.０５［４］；Watson & Bilman, at４６６；Saltzman, Ch.１１, at１１９；Morgan, at
８６；Berson, Ch.５, at２１.
５０６See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１５, at２３.
５０７See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１４.０４［２］, Ch.１５, at２３‐２４.
５０８See Watson & Bilman, at４６７.










５１８そのほか、“密接関連性”テストをめぐる判例の状況については、See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１５‐１６.
５１９See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１６. 関連する指摘として、See also Junghans & Becker, Ch.１６, at４７.











を示す判例として、例えば、United States v. Locke,４７１U.S.８４, at９４note１０（１９８５）では、「今日に至るも［連邦最




立したまとまったかたちにおける研究の余地がある。もっともさしあたり以下では、とりわけ Bruce A. McGovern,
The New Provision for Tolling the Limitations Periods for Seeking Tax Refunds : Its History, Operation and Policy, and
Suggestion for Reform,６５Mo. L. Rev.７９７（２０００）に依拠しつつ、全般的な紹介にとどめることとする。そのほかの
文献として、see e.g., Andrea Sharetta, The Problem of Equitable Tolling in Tax Refund Claims,７２Notre Dame L. Rev.
５４５（１９９７）；Richard M.Gaal, Equitable Tolling of Internal Revenue Code Section 6511 : Bridging the Divide Between
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６７４
Rules and Equity,２７Cumb. L. Rev.２９７（１９９７）；Matthew L. Weidner, A Webb of Confusion : Equitable-Tolling in Tax





５２７See McGovern, supra note５２２, at８３５‐８４４.
５２８See e.g., Git v. Department of the Treasury,１９９６U.S. App. LEXIS８６, at３‐４（８th Cir.１９９６）；Amoco Production Co. v.
Newton Sheep Co.８５F３d１４６４,１４７１（１０th Cir.１９９６）.
５２９See e.g., Scott v. United States,１９９５U.S. App. LEXIS２７９８１（９th Cir.１９９５）（還付請求期間中原告納税者がアルコー
ル中毒による精神障害下にあったとされる事案）；Brockamp v. United States,６７F.３d２６０（９th Cir.１９９５）（本文後述）.
５３０See United States v. Dalm,４９４U.S.５９６（１９９０）. 本判決及び請求額減殺法理に関しては第六章で改めてとりあげる。
５３１See e.g., Vintilla v. United States,９３１F２d１４４４,１４４６‐１４４７（１１th Cir.１９９１）；Lovett v. United States,８１F.３d１４３,１４５
‐１４６（Fed. Cir.１９９６）.










Paul D. Bianco, Tax Refund Suits and Equitable Tolling of the Statute of Limitations : Webb v. United States,４９Tax
Law.７４７（１９９６）.
５３３See e.g., Oropallo v. United States,９９４F２d２５,３０‐３１（１st Cir.１９９３）.
５３４See５１９U.S.３４７（１９９７）. 評釈として、See Gabriel S. Sterling Ⅲ, Equitable Tolling Will Not Save Untimely Tax Refund











提案をする論者として、See McGovern, supra note５２２, at８４６‐８７５. そのほか本規定に関しては、See e.g., Saltzman,
Ch.１１, at４０‐４２；Morgan§５.４.３.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ７５
５４１See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at４‐５；Saltzman, Ch.１１, at３９.
５４２See e.g., Morgan, §５.３.１.
５４３See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１３.
５４４See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１４；Saltzman,¶１１.０６［２］.
５４５See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１３‐１４.











Equity and the Article I Court : Is the Tax Court’s Exercise of Equitable Powers Constituional?,５Fla. Tax Rev.３５７（２０
０１）.
５４８See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１４；Lederman & Mazza, §８.０２［C］.もっとも、IRS がこれら相殺にうったえるに
しても、納税者の納付すべき「不足税額」が、納税者に還付すべき「過納税額」を超えてしまっている場合には、
その超過分の「不足税額」を IRS はもはや徴収し得ない。See Kafka & Cavanagh, Ch.１３, at１４.
５４９還付訴訟との関連で連邦地裁の役割を解説するものとして、See e.g., Lederman & Mazza,§６.０３［A］. また連邦地
裁が管轄する税務訴訟事件については、See IRM３４.１.１.さらに連邦地裁一般の紹介として、See http : //www. uscourts.
gov/districtcourts.html（last visited Aug.２５,２００６）.
５５０還付訴訟との関連で連邦請求裁の役割を解説するものとして、See e.g., Lederman & Mazza,§６.０３［B］; Morgan§
６.４；Saltzman,¶１.０５［２］［a］.さらに連邦請求裁一般の紹介として、連邦請求裁のホームページ、http : //www. uscfc.




& Becker,¶２０.２；Kafka & Cavanagh,¶１５.０７［２］. さらに司法省租税局のホームページ、http : //www. usdoj. gov/tax/





５５４IRS 首席法律顧問官事務所の field attorney と司法省租税局の trial attorney の訳し分けであるが、両者ともそれぞ
れの部門の「訟務官」といったところで、あえて訳出すると「実地の訟務官」と「審理担当の訟務官」というこ
とになろうが、やはり紛らわしく、そのほかの適訳も見つからないので、原語で表示する。なお、Stein supra note




５５５なお、連邦地裁での還付訴訟の場合、租税局の trial attorney ではなく、その管轄地域の連邦法務補佐官（assistant
United States Attorney）が訟務官としての役割を果たすこともあるとされる。See e.g., Junghans & Becker, Ch.２０, at
3,６. とくに、ニューヨーク州南部地区及びカリフォルニア州北部地区並びに同州中部地区に関しては、連邦法務
補佐官が還付訴訟の追行を担当するとされる。See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１５, at３２；Morgan, at１１５.
５５６なお本規則は、前掲注（５５０）の連邦請求裁のホームページより入手可能である。
５５７なおこの金額については、前掲注（５５０）の連邦請求裁のホームページを参照。
５５８主権免責の法理と還付訴訟の訴訟要件との関係については、See e.g., Kafka & Canvanagh,¶１５.０１；Junghans &
Becker,¶１６.０１；Watson & Bilman, at４５５；Berson, §５.０２［８］［a］. 前掲注（５２１）も参照。
５５９還付訴訟における訴訟代理につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１５.０７［１］.
５６０還付訴訟における「訴状」につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０２；Junghans & Becker,¶１７.０３.




See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０３［１］.
５６３還付訴訟における「答弁書」や「反訴」につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０３；Junghans & Becker,
¶１７.０４.
５６４See Junghans & Becker, Ch.１７, at１９‐２０, Ch.１８, at２１；Kafka & Cavanagh, Ch.１６, at４‐５, Ch.１７, at１６.
５６５還付訴訟における「応答書」につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１７.０４；Junghans & Becker,¶１７.０５.
５６６還付訴訟における事実審理前協議につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１８.０９；Junghans & Becker,¶１９.
０４.
５６７還付訴訟におけるディスカヴァリにつき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１９.０２；Kafka & Cavanagh,¶¶
１８.０４‐０８.
５６８還付訴訟における証明責任につき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１８.０３；Kafka & Cavanagh,¶１６.０１.
５６９See e.g., Berson, §５.０２［８］［c］.
５７０See ibid.
５７１See Helvering v. Taylor,２９３U.S.５０７,５１４‐５１５（１９３５）. See also e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１６, at２‐３；Junghans &
Becker, Ch.１８, at２‐３.
５７２還付訴訟における訴訟上の合意につき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶１９.０３；Kafka & Cavanagh,¶１８.０３.
５７３なお、租税裁の場合と同様、全ての事実につき両当事者が合意しえた場合には、正式事実審理をおこなうこと
なく訴訟が終結することになる。See e.g., Junghans & Becker,¶１９.０３［３］.












５７６See e.g., Hooker Chemical & Plastic Corp.,４２A.F.T.R.２d５２３１, at３７.
５７７なお、租税裁の最終判断（判決）が「decision」であるのに対して、還付訴訟においては「judgement」ということ
になるが、この点前掲注（４４２）参照。
５７８還付訴訟における判決の確定につき詳しくは、See e.g., Junghans & Becker,¶２１.０１；Kafka & Cavanagh,¶１９.０１［１］.
５７９もっとも、実際の還付訴訟における税額計算手続は、租税局が首席法律顧問官事務所へ税額を計算するよう依
頼し、それを受け当該事務所が計算した上で租税局へ返送し、その後租税局が納税者に対して承認を求めるとい
う手続であるとされる。See Junghans & Becker,¶２１.０１［１］.
５８０この点につき、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１９.０２［１］；Junghans & Becker, Ch.２１, at１０.
５８１還付訴訟における上訴につき詳しくは、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１９.０４；Junghans & Becker,¶２１.０３.
５８２なお、被告合衆国政府側の控訴に至る内部手続を紹介しよう。①まず、ある還付訴訟事件につき被告合衆国政
府敗訴判決が下されると、担当の trial attorney が、控訴をすべき旨の（あるいはすべきでない旨の）勧告を自己の上
司である――民事審理担当課や連邦請求裁担当課――課長にする。②それを受け当該課長は控訴すべきか否かを
審査した上で、そうすべきと判断する場合には、上訴担当課長の決裁を仰ぐため当該事案について当該課長へ移
送する。なお、この決裁手続に関連して、敗訴判決を受けた担当の trial attorney は、直ちに首席法律顧問官事務所
へと控訴につき何らかの勧告を求める照会を出すのであるが、上訴担当課長が決裁するに当たっては、この首席
法律顧問官事務所が出してきた控訴に係る勧告書をも考慮することになる。
③ついで、上訴担当課長から控訴すべき旨の勧告を受けた、租税局の司法次官補（Deputy Assistant Attorney Gen-
eral）又は司法次官（Assistant Attorney General）は、その勧告を審査検討の上控訴すべきかどうかを判断し、最終的
な勧告書を訟務長官へと提出し、その決裁を仰ぐこととなる。ちなみに、このような長く複雑な処理手続を踏ま
ねばならないため、実務では trial attorney がとりあえず暫定的に控訴状を提出し、最終的に訟務長官の控訴の承認
が得られない場合には事後的に撤回するという慣行があるようである。以上につき、See Kafka & Cavanagh, Ch.１９,
at１２‐１３. See also Junghans & Becker,¶¶２１.０３［１］,［４］.
５８３なお、連邦地裁の控訴審である各巡回区控訴裁共通の訴訟手続規則（Federal Rules of Appellate Procedure）の入手
先としては、See http : //www. uscourts. gov/rules/newrules４. html（last visited Aug.２５,２００６）.さらに、連邦請求裁の控
訴審である連邦巡回区控訴裁の手続規則（Federal Cicuit Rule）に関しては、See http : //www. fedcir. gov/contents. html
（last visited Aug.２５,２００６）.
５８４還付訴訟における控訴審の審査スタンスについて詳しくは、See Kafka & Cavanagh,¶１９.０４［３］.
５８５以下本項の叙述に関しては、See e.g., Kafka & Cavanagh,¶¶１.１０,１５.０７［２］,１８.１０；Junghans & Becker,¶¶２０.０２
［２］,２０.０３；Berson, §１.０８［５］；Stein, supra note１５３, at１６９４‐１６９５. なお還付訴訟における認諾（concession）手続につ
いては紹介を割愛する。See e.g., SRM Ⅲ.F.
５８６司法省租税局ホームページ、http : //www. usdoj. gov/tax/readingroom/settlemn/title. htm（last visited Aug.２５,２００６）
より入手可能。















５９４See Kafka & Cavanagh, Ch.１, at２０. 勧告をめぐって首席法律顧問官事務所と租税局とが対立した場合の互いの調
整努力措置として、See IRM３４.８.２.７（０８‐１１‐２００４）.
５９５この点について詳しくは、See Junghans & Becker,¶２０.０３［４］.
５９６前掲注（４５）参照。





５９９なお還付訴訟に関しても、ADR を用いうるようであるが紹介を割愛する。See SRM Ⅵ. See also e.g., Kafka &
Cavanagh,¶１８.１１. 連邦裁判所での ADR に関しては、モリソン・前掲注（２５５）、２４１頁以下参照。
６００本節に関しては、See e.g., Morgan, §６.５；Saltzman,¶９.０５［２］；Watson & Bilman, Ch.１.Ⅲ.B ; Berson, §１.０８［３］；
Junghans & Becker, Ch.３；Kafka & Cavanagh, Ch.１,¶１５.０６；David B. Porter, Where Can You Litigate Your Federal
Tax Case?,９８Tax Notes５５８（２００３）；Paul E. Treusch, What to Consider in Choosing A Forum to Resolve An Ordinary
Tax Dispute,５５Tax Law.８３（２００１）；Nina J. Crimm, Tax Controversies : Choice of Forum,９B. U. J. Tax Law１,７１‐８４
（１９９１）. なおこの問題を指摘する邦語文献として、増田・前掲注（８６）、３６２頁以下、岸田・前掲注（１２）、１６５頁以下、
大塚・前掲注（１６）、２２３頁以下も参照。
６０１See e.g., Kafka & Cavanagh, Ch.１, at９；Junghans & Becker,¶３.０３；Treusch, supra note６００, at８５‐８６.
６０２See Saltzman,¶９.０５［３］［g］.もっとも Saltzman は、陪審員の心理に有効に訴えうる可能性がある場合として、災
害損失控除の可否の争点につき、原告納税者と同じ社会階層の人々が陪審員となっている状況を挙げている。See
ibid. 関連して、大塚・前掲注（１６）、２２４頁における滝井乾弁護士の指摘も参照。
６０３See Kafka & Cavanagh, Ch.１, at１５,¶１５.０６［２］.





ている。See e.g., Lederman, supra note５４７, at３７５‐３７８．
６０６See e.g., Saltzman,¶９.０５［２］［f］.
６０７See e.g., Kafka & Cavanagh,¶１.０８［１］.もっとも、租税裁へ提訴すると、被告が新たな争点を追加しやすくなると
いう点（⑩）をも考慮に入れる必要がある。





























６１２See also Kafka & Cavanagh, Ch.１, at７.
６１３なお利子率につき、じゅうらい遅延利子のほうが還付利子よりも高率でアンフェアであると批判されてきたが、
１９９８年の第三次納税者権利章典により対等化された。See e.g., Morgan, at１２５. また、いずれの利子であれ、原則的
な利率は、財務長官が四半期ごとの最初の月に定める連邦短期利率に、３％の利率（ただし法人の場合には２％）
を加算したものとされる。See§６６２１.






Junghans & Becker, Ch.３, at１６も、当初の９０日レター段階では約「１６，０００ドル」だった不足税額が、訴訟追行段階
で被告 IRS 長官により約「１，０００，０００ドル」へと増額修正された事例を紹介している。See Raskob v. Commissioner,
３７B.T.A.１２８３（１９３８）.もっとも、前述のごとく、このような増額修正に係る証明責任は、被告 IRS 長官が負って
いることにも注意せねばならない。本章第一節第三項３（２）参照。
６１５See e.g., Watson & Bilman, at８１；Junghans & Becker, Ch.３, at１６.
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６８０
６１６See e.g., Morgan, at１２６‐１２７；Kafka & Cavanagh, Ch.１, at１２‐１３.
６１７See e.g., Saltzman, Ch.９, at５２.
６１８See e.g., Lewis v. Reynolds,２８４U.S.２８１（１９３２）. 本判決については、事案の内容も含め第六章でさらに検討する。
６１９See e.g., Junghans & Becker, Ch.３, at６；Kafka & Cavanagh,¶１.０９.もっともこの点、和解などの訴訟に係る内部的
な意思決定の早さという観点から見ると、司法省租税局の場合 trial attorney はワシントン D.C.の本局の判断を仰
がねばならないという集権的な体制を取っているため意思決定が遅いのに対して、首席法律顧問官事務所の場合
には本部から地方へ広範な権限委任がなされているという分権的な体制を取っているため意思決定が早いとの指
摘もある。See Treusch, supra note６００, at９８,１０４.
６２０See e.g., Johnson, infra note６２４, at４１７‐４１８.
６２１See e.g., Treusch, supra note６００, at１０５；Kafka & Cavanagh,¶１.０６.
６２２See Kafka & Cavanagh,¶１.０８［２］.
６２３なお、従来から各種の統計的な根拠に基づき、租税裁は「政府寄り（pro-government）」の「偏向（bias）」がかって
いるという議論が展開されてきている。 See e.g., Deborah A. Geier, The Tax Court, Article Ⅲ, and the Proposal Ad-
vanced by the Federal Courts Study Committee : A Study in Applied Constitutional Theory,７６Cornell L. Rev.９８５,９９７
‐１０００（１９９１）（租税裁の「政府寄り」の根拠として、一定の課税年度――１９６５,１９７０,１９７５,１９８０～１９８６年度――にお
いて、連邦地裁での政府側勝訴――全面勝訴及び一部勝訴双方を含む――比率が平均７０％ほどであったのに対し、
同期間中の租税裁のそれが平均９０％ほどであることを挙げる）；B. Anthony Billings, et al., Are U.S.Tax Court Deci-





されている。See e.g., Laro, supra note２５６, at２４‐２８；Smith supra note４８１, at３７８‐３８５；James Edward Maule, Instant




See e.g., Junghans & Becker,¶３.０５［３］；Morgan, at１２３.
６２４１９９８年の証明責任の転換をめぐっては多くの文献がある。以下ではさしあたり、See e.g., Berson§１.０８［１］；Philip
N. Jones, The Burden of Proof Under the ’98 Act : Not Much Substance Under All That Smoke,９０J. of Tax'n１３３（１９９
９）；Steve R. Johnson, The Dangers of Symbolic Legislation : Perceptions and Realities of the New Burden-of-Proof
Rules,８４Iowa L. Rev.４１３（１９９９）；Nathan E. Clukey, Examining the Limited Benefits of the Burden of Proof Shift,８２
Tax Notes６８３（１９９９）；Adriana Wos-Mysliwiec, The Internal Revenue Restructuring and Reform Act of 1998 : Does Its






介を割愛する。See§７４９１（b）,（c）; IRM３５.４.１.６.１（０８‐１１‐２００４）２,３. この点に関しては、See e.g., Jones, supra note
６２４, at１３５‐１３７；Clukey, supra note６２４, at６９３‐６９４.
木：米国連邦税確定行政における「査定（assessment）」の意義（２） ８１
６２６なお、この証明責任の転換の対象となる事件は、内国歳入法典 subchapter A 及び B により課される税目、すな
わち、所得税、遺産税、贈与税、世代間移転税（generation-skipping transfer tax）に係わる事件のみであり、したが
って、そのほかの subchapter C の雇用関連諸税や同 D や E の物品税といった税目に関する事件は対象とならない。
そのほかの適用除外事件も含め詳しくは、See e.g., Johnson, supra note６２４, at４２９‐４３１.
６２７See also IRM３５.４.１.６.１（０８‐１１‐２００４）１. このほか、この規定の適用対象となる事件として、１９９８年以降調査が開




ことにつながるのではないかという観点から問題視する批判もある。See Johnson, supra note６２４, at４５４‐４５７.
６２９例えば、ある資産につき特定の減価償却方法を利用できるかどうかや、ある支払いが「貸付け」であるかそれ
とも「出資」であるのかといった争点である。その他も例も含め、See Johnson, supra note６２４, at４３４, note１１２.
６３０See Johnson, supra note６２４, at４３３‐４３５,４５８‐４６０.
６３１See e.g., Clukey, supra note６２４, at６９２；Johnson, supra note６２４, at４３９‐４４０.
６３２See e.g., Clukey, supra note６２４, at６９１‐６９２；Johnson, supra note６２４, at４３９‐４４０.
６３３See e.g., Johnson, supra note６２４, at４４０‐４４１,４６０‐４６３；Jones, supra note６２４, at１３５；Clukey, supra note６２４, at６９２
‐６９３；Morgan, at１３０‐１３１.
６３４See e.g., Johnson, supra note６２４, at４４２‐４４３；Jones, supra note６２４, at１３４‐１３５；Clukey, supra note６２４, at６８８‐６９０.
６３５なお、「協力」要件や「裏付け」要件があることにかんがみると、改正法の規定は、従来から政府側に認めら
れてきた「適正性の推定」を温存していると指摘するものとして、See Wos-Mysliwiec, supra note６２４, at３２２. 同旨





６３７今回の改正に大きな意義を見出さない論者として、See e.g., Johnson supra note６２４, at４４３‐４４４. もっとも、証明
責任が納税者から政府へと転換されたことが、不服審査段階での和解に向けた交渉において、納税者側に有利に
はたらきうることも考えられる。この点に関しては、さしあたり、See e.g., Clukey, supra note６２４, at７０２.
６３８なお、法改正にあたっての立法過程や社会状況に関しては、Johnson supra note６２４, at４７０‐４７５が、本改正法を「象
徴的立法（symbolic legislation）」――実体を伴わない政治的象徴――とする視角から分析をしている。
６３９なお、改正前三年間と改正後三年間の租税裁における訴訟事件につき各種の統計分析を試みるものとして、See
John R. Gardner & Benjamin R. Norman, Effects of the Shift in the Burden of Proof in the Disposition of Tax Cases,３８
Wake Forest L. Rev.１３５７（２００３）. 例えば本論文によると、納税者から IRS 長官へと証明責任の転換があったことに





６４０See３１５F３d１０１７（８th Cir.２００３）. 本判決につき論ずる文献として、See e.g., Stephen G.Salley & Anthony J. Scaletta,
The Incredible Taxpayer : The U.S. Tax Court and I.R.C. § 7491,７７Fla. Bar J.８０（２００３）；Philip N. Jones, The Eight Cir-
cuit Weighs in on the Burden of Proof : Will It Change the Outcome After All?,９８J. of Tax'n２２６（２００３）；Philip N.
福井大学教育地域科学部紀要 （社会科学），６２，２００６８２
Jones, The Burden of Proof : The Tax Court Responds to the Eighth Circuit’s Directive,１００J. of Tax'n２４３（２００４）；Bur-
gess J.W. Raby & William L. Raby, Taxpayer Testimony As Credible Evidence,１０６Tax Notes４４１（２００５）.
６４１See Griffin v. Commissioner,８３T.C.M.１０５８（２００２）.
６４２なお被告は、原告が７４９１条に規定されているその他の要件をクリアしているということについては争わなかっ
た。See id.,８３T.C.M.１０５８, at８, note３.
６４３See S. Rep. No.１０５‐１７４；H. R. Rep. No.１０５‐５９９（１９９８）. なお、訳文が複雑になってしまうことから、本文 submitted
以降は省略した。この部分は、「裁判における IRS の適正性の推定を考慮することなく（without regard to the judicial
presumption of IRS correctness）」という留保条件である。
６４４See Griffin,８３T.C.M.１０５８, at９.
６４５See id. at９‐１４.
６４６See Griffin v. Commissioner,３１５F３d１０１７（８th Cir.２００３）.
６４７See id. at１０２０‐１０２２.
６４８See Griffin v. Commissioner,８７T.C.M.１０８４（２００４）.


















６５１See e.g., Lederman & Mazza, at２９５；Saltzman, Ch.１, at４６；Laro, supra note２５６at１８；Carpenter, supra note２５６, at
８４. なお、２００５年９月３０日現在で係属している第一審税務訴訟事件総数（２６,１８８件）のうち、不足税額訴訟が２４,９４１
件、還付訴訟が１,２４７件となっており、比率になおすと前者がおよそ９５％、後者がおよそ５％になる。この統計（Chief
Counsel Workload : Tax Litigation, by Type of Case, Fiscal Year２００５）については、http : //www. irs. gov/taxstats/article／
０,,id＝１０２１７４,００.html（last visited Aug.２５,２００６）より入手ができる。
６５２See e.g., Junghans & Becker, Ch.３, at１２.
６５３例えば Dawson は、納税者が三つの第一審裁判所を選択（forum shopping）しうるといっても、事前納付が可能で
ある富裕な納税者であればともかく、そうではない納税者にとっては事実上租税裁での訴訟しか選択し得ないな
どの理由から、現行制度は不公平であると批判する。その上で論者は、連邦地裁や連邦請求裁での還付訴訟を廃
止し、租税裁での不足税額訴訟に一本化すべきであると主張する。See Howard A. Dawson, Jr., Should The Federal
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事前納付の必要性 なし あり（全額納付） あり（全額納付）





































































⇒ 租税裁、正式事実審理に基づく判決 → 納税者全部勝訴判決（不足税額なし）
↓↓ ※政府側から控訴されねば判決が確定
↓↓
納税者一部ないし全部敗訴判決 → 納税者控訴せず、納税者敗訴判決の確定：査定へ
↓↓
↓↓ 納税者上訴（控訴・上告受理申立て）
↓↓
上訴審で納税者敗訴判決が確定 → 査定へ
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